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医療情報化推進方針の概要について



医療情報化推進方針及びDX審査支払機構の中期計画・年度計画

支払基金における医療DX業務への国によるガバナンスを発揮する観点から、昨年成立した医療法等改正法により、
厚生労働大臣は医療情報化推進方針を作成することとされている。
また、同改正法により、支払基金は本年10月にDX審査支払機構に改組され、中期計画及び年度計画を策定すること
とされている。なお、年度計画に関しては、厚生労働大臣の評価の対象となっている。

「医療情報化推進方針」
作成主体:厚生労働大臣
対象期間:３年以上、６年以内
方針内容:医療情報化推進の意義及び基本的な方向

国、DX審査支払機構、国保連その他関係者の取組
機構が作成する中期計画の基本事項 等

「中期計画」
作成主体:DX審査支払機構
対象期間:期間の定めなし（※推進方針に合わせる予定）
計画趣旨:上記方針に基づき、医療情報化推進業務の運営

その他の医療情報化推進の実施に関する中期計画
計画内容:医療情報化推進のための達成目標

目標を達成するために取り組むべき措置

「年度計画」
作成主体:DX審査支払機構
対象期間:１年間（１事業年度）
計画趣旨:中期計画に基づき、その事業年度の医療情報化推

進業務の運営に関する計画

【厚生労働大臣による評価】

機構は、毎事業年度の終了後、厚生労働大臣の評価
を受けることとされている。（機構法31条）

（評価の仕組み）

○ 機構は、各事業年度の終了後３月以内に、厚生労
働大臣に対して、業務の実績や自己評価結果を明ら
かにした報告書を提出・公表。

○ 厚生労働大臣は、総合的な評定を付して評価。

○ 評価を実施後、機構に評価結果を通知・公表。

○ 機構は、評価結果を中期計画・年度計画や業務運
営の改善に適切に反映。また、反映状況を公表。

○ 厚生労働大臣は、評価結果に基づき、必要がある
と認めるときは、機構に対し、業務運営の改善その
他の必要な措置を講ずるよう命令が可能。
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「医療情報化推進方針」と「中期計画」の構成・内容

医療情報化推進方針は総確法において、中期計画は機構法（現在の支払基金法）において、それぞれその内容を規定。

医療情報化推進方針（総確法11条の２）

• 策定主体:厚生労働大臣

• 対象期間:３年以上、６年以内

• 医療情報化推進とは、「地域における効率的かつ質の高い医療
提供体制の構築その他の国民の保健医療の向上及び福祉の増進
に資する情報の活用の推進並びにその基盤の整備及び運営」を
いう。

• 方針には、以下の事項を定める。

① 医療情報化推進の意義及び基本的な方向に関する事項

② 国、医療情報基盤・診療報酬審査支払機構、国民健康保険団
体連合会その他関係者が取り組むべき事項

③ 医療情報基盤・診療報酬審査支払機構が作成する中期計画の
基本となるべき事項

④ 医療法に規定する基本方針、介護保険法に規定する基本指針
との整合性の確保に関する事項

⑤ その他医療情報化推進に関し必要な事項

• 厚生労働大臣は、あらかじめ、関係行政機関の⾧に協議する。

中期計画（機構法29条）

• 策定主体:医療情報基盤・診療報酬審査支払機構

• 対象期間:期間の定めなし（※推進方針に合わせる予定）

• 医療情報化推進方針に基づき、医療情報化推進業務の運営その
他の医療情報化推進の実施に関する中期計画を作成する。
※医療情報化推進業務･･･機構法18条１～７項、２項１号などに掲げる業務
（＝機構が実施する医療DX関連業務）

• 中期計画には、以下の事項を定める。

① 医療情報化推進方針に基づく医療情報化推進のために達成す
べき目標に関する事項

② 前号の目標を達成するために取り組むべき措置に関する事項

③ その他医療情報化推進業務の運営に必要な事項

• 中期計画は、厚生労働大臣の認可が必要。厚生労働大臣は、認
可の際、あらかじめ、関係行政機関の⾧に協議する。認可後、
計画の変更命令も可能。

• 機構、連合会、地方公共団体、保険者、医療機関等その他の関
係者は、上記①の目標達成のため、②及び③の事項の実施にお
いて、相互に連携を図りながら協力しなければならない。7



１．地域医療構想の見直し等【医療法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律等】
①-1 地域医療構想について、2040年頃を見据えた医療提供体制を確保するため、以下の見直しを行う。
・病床のみならず、入院・外来・在宅医療、介護との連携を含む将来の医療提供体制全体の構想とする。
・地域医療構想調整会議の構成員として市町村を明確化し、在宅医療や介護との連携等を議題とする場合の参画を求める。
・医療機関機能（高齢者救急・地域急性期機能、在宅医療等連携機能、急性期拠点機能等）報告制度を設ける。

①-2 厚生労働大臣は５疾病・６事業・在宅医療に関し、目標設定・取組・評価が総合的に推進されるよう都道府県に必要な助言を行う。＊
①-3 都道府県は病床数の削減を支援する事業を行える（削減したときは基準病床数を削減）ほか、国は予算内で当該事業の費用を負担する。＊
② 「オンライン診療」を医療法に定義し、手続規定やオンライン診療を受ける場所を提供する施設に係る規定を整備する。
③ 美容医療を行う医療機関における定期報告義務等を設ける。

２．医師偏在是正に向けた総合的な対策【医療法、健康保険法、総確法等】
① 都道府県知事が、医療計画において「重点的に医師を確保すべき区域」を定めることができることとする。

保険者からの拠出による当該区域の医師の手当の支給に関する事業を設ける。
② 外来医師過多区域の無床診療所への対応を強化（新規開設の事前届出制、要請勧告公表、保険医療機関の指定期間の短縮等）する。
③ 保険医療機関の管理者について、保険医として一定年数の従事経験を持つ者であること等を要件とし、責務を課すこととする。
3．医療DXの推進【総確法、社会保険診療報酬支払基金法、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等】
①-1 必要な電子カルテ情報の医療機関での共有等を実現し＊ 、感染症発生届の電子カルテ情報共有サービス経由の提出を可能とする。
①-2 2030年末までに電子カルテの普及率約100％を達成するよう、医療機関業務の電子化（クラウド技術等の活用を含む）を実現する。＊
② 医療情報の二次利用の推進のため、厚生労働大臣が保有する医療・介護関係のデータベースの仮名化情報の利用・提供を可能とする。
③ 社会保険診療報酬支払基金を医療DXの運営に係る母体として名称、法人の目的、組織体制等の見直しを行う。
また、厚生労働大臣は、医療DXを推進するための「医療情報化推進方針」を策定する。その他公費負担医療等に係る規定を整備する。

４．その他（検討規定）＊
①外来医師過多区域での新たな診療所開設の在り方、②医師手当事業に関して保険者等が意見を述べられる仕組みの構築、
③介護・福祉従事者の適切な処遇の確保

医療法等の一部を改正する法律（令和７年法律第87号）の概要

令和９年４月１日（ただし、一部の規定は公布日（１①-2及び①-3並びに４②及び③）、令和８年４月１日（１②、２①の一部、②及び③並びに４①）、令和
８年10月１日（１①-1の一部）、公布後１年以内に政令で定める日（３①-1の一部及び①-2）、公布後１年６月以内に政令で定める日（３③の一部）、公布後
２年以内に政令で定める日（１③及び３③の一部）、公布後３年以内に政令で定める日（２①の一部並びに３①-1の一部及び３②）等）

施行期日

改正の概要

等
このほか、平成26年改正法において設けた医療法第30条の15について、表現の適正化を行う。
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高齢化に伴う医療ニーズの変化や人口減少を見据え、地域での良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制を構築するため、地域医療構想
の見直し等、医師偏在是正に向けた総合的な対策の実施、これらの基盤となる医療DXの推進のために必要な措置を講ずる。

改正の趣旨

＊を付した事項は衆議院による修正部分（概要）

令和７年12月12日公布



社会保険診療報酬支払基金の組織体制の見直し等について
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①法人名称の見直し
・診療報酬の審査支払業務と医療DX業務の両方を担う法人の
名称とするため、「医療情報基盤・診療報酬審査支払機
構」とする。

②医療DX業務への国のガバナンス発揮
・厚生労働大臣が、医療DXの総合的な方針（「医療情報化推
進方針」）を定め、支払基金は、医療DXの中期的な計画
（「中期計画」）を定めることとする。

③柔軟かつ一元的な意思決定体制
・現行の理事会（４者構成１６人）に代えて、「運営会議」
を設置。法人の意志決定を行い、業務の執行を監督する。

・審査支払に関する予算・決算や事業計画等は、新たに設け
る「審査支払運営委員会」において決定する。

・医療DX業務を担当する常勤理事（CIO）を新たに設ける。
・医療DX業務は、運営会議における方針決定を受けて、理事
⾧・CIO等が中心となって柔軟かつ迅速に執行していく体
制とする。

④セキュリティ対策の強化
・医療情報の安全管理のための必要な措置を講じる義務を設
ける。

・重大なサイバーセキュリティインシデントや情報漏洩等が
発生した場合に、厚生労働大臣への報告義務を設ける。

３．医療DXの推進④

社会保険診療報酬支払基金の組織体制の見直し 公費負担医療等の効率化の推進

・公費負担医療・地方単独医療費助成の効率化については、デジタル庁
においてシステムが設計・開発・運用され、令和５・６年度に183自
治体（22都道府県、161市町村）が先行実施事業に参加。

・メリットを全国規模で広げていくため、「医療DXの推進に関する工程
表（令和５年６月２日医療DX推進本部決定）」等に基づき、順次、参加自治
体を拡大し、令和８年度中に全国規模での導入を目指す。

・その上で、安定的な実施体制の整備のため、法的整備等を通じて、支
払基金又は国保連において、システムの管理・運用等の業務を実施す
る体制を整備（令和９年度より）

患者 医療機関・薬局

マイナ保険
証を提示

紙の受給者
証は不要

オンライン資格
確認等システム

PMH医療費
助成システム

ピッ

情報連携

医療保険に加えて、
公費負担医療等の
資格情報も回答

【改正案による法的整備の内容】
・公費負担医療※のオンライン資格確認に係る業務を自治体等から支払
基金又は国保連に委託

・支払基金又は国保連において、システムの管理・運用等の業務を全国
規模で実施
※障害者総合支援法に基づく精神通院医療・更生医療、難病法に基づく特定医療費、
児童福祉法に基づく小児慢性特定疾病医療費など

・患者:紙の受給者証を持参・提示する手間を軽減できる。
・医療機関・薬局、自治体:正確な資格確認による資格過誤請求の減少を通じて、

医療費の請求・支払に係る事務負担を軽減できる。

資料１第115回社会保障審議会医療部会令和７年２月26日
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